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心・血管疾患及び脳血管疾患の公務上災害の認定指針の

見直しに関する有識者検討会の設置・開催について

１ 設置・開催目的

厚生労働省においては、平成１３年２月の「脳血管疾患及び虚血性心疾患（負傷

に起因するものを除く。）の認定基準」（「以下「脳心認定基準」という。）の改正

から約２０年が経過し、働き方の多様化や職場環境の変化が生じていることから、

最新の医学的知見を踏まえた検証等を行うため、令和２年６月１０日以降、「脳・

心臓疾患の労災認定の基準に関する専門検討会」をおおむね月１回程度開催し、労

働者災害補償保険制度（以下「労災」という。）における支給決定事例の分析等を

踏まえ、脳心認定基準の見直しを行う予定である。

国公災においても、労災との均衡を失わないよう考慮する必要があることから、

労災における認定基準の見直しの動向等を踏まえて、「心・血管疾患及び脳血管疾

患の公務上災害の認定について」（平成１３年１２月１２日付け勤補―３２３勤務

条件局長）の別紙「心・血管疾患及び脳血管疾患の公務上災害の認定指針」（以下

「認定指針」という。）の見直しを行うこととする。

認定指針の見直しに当たっては、心・血管疾患及び脳血管疾患等の医学専門家並

びに法律の専門家による検討が必要であることから、「心・血管疾患及び脳血管疾

患の公務上災害の認定指針の見直しに関する有識者検討会」（職員福祉局長の下に

設置し、事務は補償課にて行う。）を開催することとする。

２ 主な検討課題

労災における脳心認定基準の見直しの動向や公務災害認定事例等を踏まえ、認定

指針における対象疾患や業務の過重性の評価等について検討する。

３ 検討会の構成員：別添のとおり

実務の経験が豊富な心・血管疾患及び脳血管疾患等の医学専門家３名に加え、法

律（労働法）の専門家１名による計４名とする。

以 上

資料１
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別添

心・血管疾患及び脳血管疾患の公務上災害の認定指針の見直し

に関する有識者検討会 委員名簿

（五十音順・敬称略）

川合 謙介 自治医科大学医学部脳神経外科学教授・ 附属病院副病院長
かわ い けんすけ

（座長） 篠田 宗次 古河赤十字病院名誉院長
しの だ そう じ

原 昌登 成蹊大学法学部教授
はら まさ と

廣井 透雄 国立国際医療研究センター理事長特任補佐・循環器内科科長
ひろ い ゆき お
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「心・血管疾患及び脳血管疾患の公務上災害の認定指針の見直し

に関する有識者検討会」の運営等について

１ 本検討会は非公開とする。

２ 検討会終了後、次の場合を除き、配付資料を公表する。

⑴ 公開することにより、当事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の利

益を害する恐れがあると座長が認める場合

⑵ その他、非公開とすることが必要と認める場合

３ 本検討会終了後、速やかに議事概要を作成し、公開する。

以 上

資料２
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資料３

回 開催日時
1 長期間の過重業務における労働時間以外の負荷要因について、医学的知見や支給決定事例等を踏
まえ、項目の追加や、項目名の修正、統合・分割等の整理が必要か。

2 労働時間以外の負荷要因（勤務時間の不規則性、勤務場所の不規則性、心理的負荷を伴う業務、
作業環境）に関し、明確化を図ることができないか。

1 対象疾病について（現行における対象疾病について、追加修正等の整理は必要か。）
2 長期間の過重業務・短期間の過重業務における身体的負荷の程度について、適切に評価する方法
をどのように考えるか。

3 労働者の多様性を考慮した業務の過重性の評価について、現行の認定基準の表現に追加・修正等
の整理が必要か。

7 R3.1.19 ・ 支給決定事例等に基づく検討【非公開】

1 対象疾病について
不整脈による心不全症状や脳虚血症状について、「心停止（心臓性突然死を含む。）」とは区分
して対象疾病に掲げるか。「解離性大動脈瘤」の表記を修正することについて、どのように考え
るか。対象疾病としては列挙しない疾病について、どのように整理することが適当か。

2 評価期間等について
要件（長期間の過重業務、短期間の過重業務、異常な出来事）ごとの評価期間を維持することが
適当か。業務による過重な負荷と発症との時間的関連について、発症に近いほど影響が強いもの
と考えてよいか。

3 過重負荷の判断について
異常な出来事について、「当該出来事によって急激な血圧変動や血管収縮を引き起こし、その結
果、脳・心臓疾患を発症したことが医学的にみて妥当」なものと解されているが、その旨を認定
基準上明確にすることが適当ではないか。短時間の過重業務における労働時間について、明確
化、具体化を図ることが適当ではないか。労働時間以外の負荷要因について、長時間の過重業務
と同様に考えてよいか。また、短期間の過重業務における労働時間以外の負荷要因について、具
体例を明らかにすることはできないか。

1 短期間の過重業務・長期間の過重業務における労働時間以外の負荷要因について、どのように整
理するか。

2 長期間の過重業務における労働時間の評価についてどのように考えるか。労働時間と他の負荷要
因を合わせて業務と発症との関連性が強いと判断できる場合を明示することはできないか。

3 複数業務要因災害による脳・心臓疾患に係る過重負荷の判断に係る整理（第１回検討会における
議論）について、追加、修正すべき点があるか。

注　第５回～第８回の議論の概要は参考資料９のとおり

6 R2.12.22

労災の専門検討会における論点及び検討状況【Ｐ】

主な論点

5 R2.11.13

8 R3.2.12

9 R3.3.23

（労災の専門検討会の資料を基に人事院補償課にて作成）
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考えられる論点について

１ 対象疾患について

２ 労災の認定基準にない過重業務等の例の取扱いについて

３ 勤務時間以外の負荷要因の追加・修正等について

以 上

資料４
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資料５

（件）

心・血管
疾患

脳血管
疾患

計
心・血管
疾患

脳血管
疾患

計

平成２２年度 3 0 3 4 6 10

平成２３年度 0 3 3 2 6 8

平成２４年度 3 4 7 3 5 8

平成２５年度 3 2 5 2 2 4

平成２６年度 1 3 4 0 3 3

平成２７年度 1 0 1 0 2 2

平成２８年度 0 3 3 1 1 2

平成２９年度 0 1 1 0 2 2

平成３０年度 1 1 2 3 1 4

令和元年度 3 0 3 1 2 3

合計 15 17 32 16 30 46

過去１０年間の心・血管疾患及び脳血管疾患の公務上外認定件数
（平成22年度～令和元年度）

年度
公務上 公務外
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資料６

事務局案 回

ICD－10との関係

　現行の対象疾病の表記等について、ICD－10との関係等を踏まえ、修正が必要なものがあるか。ここで、「不
整脈による突然死等」については、引き続き「心停止（心臓性突然死を含む。）」に含めて取り扱うとしてよい
か。
　現行の対象疾病は、前回改正において、ICD－10と一定の整合性を保つよう規定されている。現行対象疾病を
ICD-10 と比較すると、次のとおり。
　（現行対象疾病）　　　　　　　　（ICD-10）
　脳内出血（脳出血）　　　　　　　I61 脳内出血
　くも膜下出血　　　　　　　　　　I60 くも膜下出血
　脳梗塞　　　　　　　　　　　　　I63 脳梗塞
　高血圧性脳症　　　　　　　　　　I67.4 高血圧性脳症
　心筋梗塞　　　　　　　　　　　　I21 急性心筋梗塞、I22 再発性心筋梗塞
　狭心症　　　　　　　　　　　　　I20 狭心症
　心停止（心臓性突然死を含む。）　I46 心停止
　解離性大動脈瘤　　　　　　　　　I71.0 大動脈の解離［各部位］

6

重篤な心不全等

　不整脈による心不全症状や脳虚血症状について、「心停止（心臓性突然死を含む。）」とは区分して対象疾病
に掲げることが必要か。
ア　不整脈による重篤な心不全について対象疾病に位置付ける必要があるか。
イ　心不全の重篤性について、どのように考えるか。
ウ　脳虚血症状について、脳梗塞に含めて整理することが可能か。

8

不整脈によらない重篤
な心不全（特に、基礎
疾患を背景とする心不
全）

　 不整脈によらない重篤な心不全（特に、基礎疾患を背景とする心不全）について、どのように考えるか。
（第６回における議論）
　先天性心疾患等を有していても、その症状が安定しており、直ちに重篤な状態に至るとは考えられない場合で
あって、業務による明らかな過重負荷によって著しく重篤な状態に至ったと認められる場合には、業務と発症と
の関連が認められることについて、おおむね合意が得られた。

8

解離性大動脈瘤

　現行認定基準における「解離性大動脈瘤」の表記を修正することについて、どのように考えるか。
○　関連するICDｰ10の記載は下記のとおり。
Ｉ71　大動脈瘤及び解離　Aortic aneurysm and dissection
Ｉ71.0 大動脈の解離［各部位］
　　　　解離性大動脈瘤（破裂性）［各部位］
Ｉ71.1 胸部大動脈瘤，破裂性
Ｉ71.2 胸部大動脈瘤，破裂の記載がないもの
Ｉ71.3 腹部大動脈瘤，破裂性
Ｉ71.4 腹部大動脈瘤，破裂の記載がないもの
Ｉ71.5 胸腹部大動脈瘤，破裂性
Ｉ71.6 胸腹部大動脈瘤，破裂の記載がないもの
Ｉ71.8 部位不明の大動脈瘤，破裂性
　　　　大動脈の破裂ＮＯＳ
Ｉ71.9 部位不明の大動脈瘤，破裂の記載がないもの
　　　　動脈瘤
　　　　拡張大動脈　　　　　　　　　　　　大動脈
　　　　硝子様＜ヒアリン＞え＜壊＞死

8

対象疾病以外の体循環
系の各動脈の閉塞又は
解離

【取扱い】　対象疾病以外の体循環系の各動脈の閉塞又は解離については、発生原因が様々であるが、（脳・心
臓疾患の認定基準の）基本的考え方により業務起因性の判断ができる場合もあることから、これらの疾病につい
ては、基礎疾患の状況や業務の過重性等を個別に検討し、対象疾病と同様の経過で発症し、業務が相対的に有力
な原因であると判断できる場合には、業務に起因することの明らかな疾病として取り扱う。（なお、たこつぼ心
筋症については、精神的・身体的なストレスを受けた後に発症したとする報告がみられるところであるが、請
求・決定例がなく事案の蓄積を待つ必要があり、将来的な検討課題としてはどうか。）

8

肺塞栓症

【取扱い】　肺塞栓症については、動脈硬化等を基礎とする対象疾病とは発症機序が異なることから、業務によ
る座位等の状態及びその継続の程度等が、深部下肢静脈における血栓形成の有力な要因であったといえる場合
に、「その他身体に過度の負担のかかる作業態様の業務に起因することの明らかな疾病」として引き続き労災認
定を行うことが適当ではないか。

8

労災の専門検討会における主な論点と事務局案について

　以下の表の事務局案欄のうち、下線は、労災の認定基準の改正部分として労災の専門検討会において提示された内容であり、見え消しは、労災の
専門検討会において提示された労災の認定基準の現行規定の削除部分について、人事院補償課において便宜付したものである。また、【　】は、労
災の専門検討会において論点として示されたものについて、人事院補償課において便宜付したものである。

主な論点（検討の視点）

対
象
疾
病
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事務局案 回主な論点（検討の視点）

評価期間

　現行認定基準における下記の要件ごとの評価期間について、どのように考えるか。
〇異常な出来事：発症直前から前日までの間
〇短期間の過重業務：発症に近接した時期（発症前おおむね１週間）
〇長期間の過重業務：発症前の長期間（発症前おおむね６か月間）

8

長期間の過重業務
　上記に加え、発症前おおむね６か月より前の業務については、疲労の蓄積に係る業務の過重性を評価するに当
たり、付加的要因として考慮することとされており、これについても維持することが適当ではないか。

8

短期間の過重業務

　上記に加え、短期間の過重業務の判断に当たって、発症前１か月間より相当短い期間のみに過重な業務が集中
し、それより前の業務の過重性が低いために、長期間の過重業務とは認められないような場合には、発症前１週
間を含めた当該期間に就労した業務の過重性を評価し、それが特に過重な業務と認められるときは、短期間の過
重業務として認める取扱いについて、認定基準上明確にすることが適当ではないか。

8

過重な負荷と発症との
時間的な関係性

　一般的に、業務による過重な負荷と発症との関連を時間的にみた場合、発症に近ければ近いほど影響が強いも
のと考えてよいか。

8

短期間の過重業務

　現行認定基準における短期間の過重業務の判断に当たっては、
①　発症に最も密接な関連性を有する業務は、発症直前から前日までの間の業務であるので、まず、この間の業
務が特に過重であるか否かを判断する
②上記①の業務が特に過重であると認められない場合、発症前おおむね１週間以内の業務が特に過重であるか否
かを判断する
とされており、引き続きこの取扱いを維持することが適切と考えてよいか。

8

　長期間の過重業務の判断に当たって、発症に近接した時期に一定の負荷要因（心理的負荷となる出来事等）が
認められる場合には、それらの負荷要因についても十分に検討する必要があると考えてよいか。
※　疲労の蓄積に加え急性の負荷を引き金として発症する場合があることから、長期間の過重業務の判断におい
て、短期間の過重業務（発症に近接した時期の負荷）についても総合的に評価すべき事案があることを、認定基
準上明らかにしてはどうか。

8

　長期間の過重業務の判断に当たって、発症に近い時期の負荷が小さく、発症から離れた時期の負荷が大きい場
合には、どのように考えるべきか。

8

【定義】　異常な出来事とは、当該出来事によって急激な血圧変動や血管収縮等を引き起こすことが医学的にみ
て妥当と認められる出来事であり、具体的には次に掲げる出来事である。

8

【分類】　現行認定基準において、３つの異常な出来事を示しているが、医学的知見、支給決定事例、裁判例等
を踏まえ、修正すべき点はないか。例えば、精神的負荷や身体的負荷を引き起こす出来事について、客観的に判
断することを前提に、次のように修正してはどうか。
○　極度の緊張、興奮、恐怖、驚がく等の強度の精神的負荷を引き起こす 突発的又は予測困難な異常な事態
○　 緊急に強度の急激で著しい身体的負荷を強いられる 突発的又は予測困難な異常な事態
○　急激で著しい作業環境の変化

8

【検討の視点】　異常な出来事と認められるか否かについては、出来事の異常性・突発性の程度、予測の困難
性、事故や災害の場合にはその大きさ、被害・加害の程度、緊張、興奮、恐怖、驚がく等の精神的負荷の程度、
作業強度等の身体的負荷の程度、気温の上昇又は低下等の作業環境の変化の程度等について検討し、これらの出
来事による身体的、精神的負荷が著しいと認められるか否かという観点から、客観的かつ総合的に判断するこ
と。
　その際、①業務に関連した重大な人身事故や重大事故に直接関与した場合、②事故の発生に伴って著しい身体
的、精神的負荷のかかる救助活動や事故処理に携わった場合、③生命の危険を感じさせるような事故や対人トラ
ブルを体験した場合、④著しい身体的負荷を伴う消火作業、人力での除雪作業、身体訓練、走行等を行った場
合、⑤著しく暑熱な作業環境下で水分補給が阻害される状態や著しく寒冷な作業環境下での作業、温度差のある
場所への頻回な出入りを行った場合等には、業務と発症との関連性が強いと評価できることを踏まえて判断する
こと。

8

【検討の視点】　労働時間の長さは、業務量の大きさを示す指標であり、また、過重性の評価の最も重要な要因
であるので、評価期間における労働時間については十分に考慮し、発症直前から前日までの間の労働時間数、発
症前１週間の労働時間数、休日の確保の状況等の観点から検討し、評価すること。
　その際、①発症直前から前日までの間に特に過度の長時間労働が認められる場合、②発症前おおむね１週間 以
 内に継続し たて深夜時間帯に及ぶ時間外労働を行うなど過度の長時間労働が認められる か、休日が確保されてい
 たか等の観点から検討し、場合等（手待時間が長いなど特に労働密度が低い場合を除く。）には、業務と発症と
の関係性が強いと評価 することできることを踏まえて判断すること。

8

　労働時間以外の負荷要因及びその検討の視点については、長期間の過重業務と同様に考えることが適当ではな
いか。ただし、作業環境については、短期間の過重業務の判断において重視し、長期間の過重業務においては付
加的に考慮することが適切ではないか。

8

　労働時間以外の負荷要因に関し、業務と発症との関連性が強いと判断できる場合について、明確化、具体化を
図ることはできないか。

8
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事務局案 回主な論点（検討の視点）

　現行認定基準における以下の労働時間の評価について、どのように考えるか。
　疲労の蓄積をもたらす最も重要な要因と考えられる労働時間に着目すると、その時間が長いほど、業務の過重
性が増すところであり、具体的には、発症日を起点とした１か月単位の連続した期間をみて、
①　発症前１か月間ないし６か月間にわたって、１か月当たりおおむね４５時間を超える時間外労働が認められ
ない場合は、業務と発症との関連性が弱いが、おおむね４５時間を超えて時間外労働時間が長くなるほど、業務
と発症との関連性が徐々に強まると評価できること
②　発症前１か月間におおむね１００時間又は発症前２か月間ないし６か月間にわたって、１か月当たりおおむ
ね８０時間を超える時間外労働が認められる場合は、業務と発症との関連性が強いと評価できること
を踏まえて判断すること。
（疫学調査による知見）
　労働時間以外の負荷要因において一定の負荷が認められる場合には、労働時間の状況をも総合的に考慮し、業
務と発症との関連性が強いといえるかどうかを適切に判断すること。
　その際、労働時間のみで業務と発症との関連性が強いと認められる水準には至らないがこれに近い時間外労働
が認められる場合には、特に他の負荷要因の状況を十分に考慮し、そのような時間外労働に加えて一定の労働時
間以外の負荷が認められる場合には、業務と発症との関連性が強いと評価できることを踏まえて判断すること。
　①「同僚労働者又は同種労働者」とされているが、「同種労働者」とのみ示すことがわかりやすいのではない
か。（精神障害の認定基準は、「同種の労働者」としている。）、②労働者の多様性を考慮し、敢えて「健康な
状態にある者」に言及する必要性は乏しいのではないか。③一方で、評価の基準に「基礎疾患を有していたとし
ても日常業務を支障なく遂行できる者」を含むことは、引き続き明示する必要があるのではないか。
【定義】　特に過重な業務に就労したと認められるか否かについては、業務量、業務内容、作業環境等を考慮
し、同種労働者にとっても、特に過重な身体的、精神的負荷と認められるか否かという観点から、客観的かつ総
合的に判断すること。
　ここでいう同種労働者とは、当該労働者と職種、職場における立場や職責、年齢、経験等が類似する者をい
い、基礎疾患を有していたとしても日常業務を支障なく遂行できるものを含む。

6

拘束時間の長い勤務

【定義・検討の視点】　拘束時間とは、労働時間、休憩時間その他の使用者に拘束されている時間（始業から終
業までの時間）をいう。
　拘束時間の長い勤務については、拘束時間数、実労働時間数、労働密度（実作業時間と手待時間との割合
等）、休憩・仮眠時間数及び回数、休憩・仮眠施設の状況（広さ、空調、騒音等）、業務内容等の観点から検討
し、評価すること。
　なお、１日の休憩時間がおおむね１時間以内の場合には、労働時間の項目における評価との重複を避けるた
め、この項目では評価しない。

9

休日のない連続勤務

【検討の視点】　休日のない（少ない）連続勤務 が長く続くほど業務と発症との関連性をより強めるものであ
 り、逆に、休日が十分確保されている場合は、疲労は回復ないし回復傾向を示すものである。については、連続
労働日数、連続労働日と発症との近接性、休日の数、実労働時間数、労働密度（実作業時間と手待時間との割合
等）、業務内容等の観点から検討し、評価すること。
　その際、休日のない連続勤務が長く続くほど業務と発症との関連性をより強めるものであり、逆に、休日が十
分確保されている場合は、疲労は回復ないし回復傾向を示すものであることを踏まえて適切に評価すること。

9

勤務間インターバルが
短い勤務

【定義・検討の視点】　勤務間インターバルとは、終業から始業までの時間をいう。
　勤務間インターバルが短い勤務については、その程度（時間数、頻度、連続性等）や業務内容等の観点から検
討し、評価すること。
（長期間の過重業務の判断について）
　勤務間インターバルが短い勤務については、睡眠時間の確保の観点から、勤務間インターバルがおおむね11時
間未満の勤務の有無、時間数、頻度、連続性等について検討し、評価すること。

9

その他不規則な勤務

【検討の視点】　その他不規則な勤務（交替制勤務・深夜勤務を含む。）については、予定された業務スケ
ジュールの変更の頻度・程度、事前の通知状況、予定された業務スケジュールの変更の予測の度合、交替制勤務
における予定された始業・終業時刻のばらつきの程度、深夜時間帯の勤務の頻度など睡眠の時間帯が余儀なく
変更される程度、一勤務の長さ（引き続いて実施される連続勤務の長さ）、一勤務中の休憩の時間数及び回数、
休憩や仮眠施設の状況（広さ、空調、騒音等）、業務内容及びその変更の程度等の観点から検討し、評価するこ
と。
　なお、ここでいう「不規則な勤務」とは、予定された始業・終業時刻が変更される勤務のほか、予定された始
業・終業時刻が日や週等によって異なる交替制勤務（月ごとに各日の始業時刻が設定される勤務や、週ごとに規
則的な日勤・夜勤の交替がある勤務等）、予定された始業又は終業時刻が相当程度深夜時間帯に及び夜間に十分
な睡眠を取ることが困難な深夜勤務をいう。

9
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事務局案 回主な論点（検討の視点）

出張の多い業務

【定義・検討の視点】　出張とは、一般的に事業主の指揮命令により、特定の用務を果たすために通常の勤務地
を離れて用務地へ赴き、用務を果たして戻るまでの一連の過程をいう。
　出張の多い業務については、 出張中の業務内容、出張（特に時差のある海外出張）の頻度、出張が連続する程
度、出張期間、交通手段、移動時間及び移動時間中の状況、移動距離、出張先の多様性、宿泊の有無、宿泊施設
の状況、出張中における睡眠を含む休憩・休息の状況、出張中の業務内容等の観点から検討し、併せて出張によ
る疲労の回復状況等も踏まえて の観点から検討し、評価すること。
　ここで、飛行による時差については、 ５時間を超える時差の程度（特に４時間以上の時差の程度）、時差を伴
う移動の頻度、移動の方向等の観点から検討し、評価すること。
　また、出張に伴う労働時間の不規則性についても、前項により適切に評価すること。

9

その他事業場外におけ
る移動を伴う業務

【検討の視点】　その他事業場外における移動を伴う業務については、移動（特に時差のある海外への移動）の
頻度、交通手段、移動時間及び移動時間中の状況、移動距離、移動先の多様性、宿泊の有無、宿泊施設の状況、
宿泊を伴う場合の睡眠を含む休憩・休息の状況、業務内容等の観点から検討し、併せて移動による疲労の回復状
況等も踏まえて評価すること。
　なお、時差及び移動に伴う労働時間の不規則性の評価については上記「出張の多い業務」と同様であること。

9

【検討の視点】　 精神的な緊張心理的負荷を伴う業務については、別紙 の「精神的緊張を伴う業務」に掲げられ
ている 具体的業務又は出来事に該当するものがある場合には日常的に心理的負荷を伴う業務又は心理的負荷を伴
う具体的出来事等について、負荷の程度を評価する視点により検討し、評価すること。
　 また、精神的緊張と脳・心臓疾患の発症との関連性については、医学的に十分な解明がなされていないこと、
 精神的緊張は業務以外にも多く存在すること等から、精神的緊張の程度が特に著しいと認められるものについて
 評価すること。
※　別紙については、現行認定基準のほか、「心理的負荷による精神障害の認定基準」（平成23年12月26日付け
基発1226第１号、最終改正令和２年８月21日）に定める「業務による心理的負荷評価表」（以下「評価表」とい
う。）を参考としたものである。
※　個別の事案に即した事情や、今後の心理的負荷に関する医学的知見の進展等により、評価表に掲げられてい
ない具体的出来事等に関して強い心理的負荷が認められる場合には、上記の「等」として評価する。（評価表は
別紙のとおり）

【検討の視点】　身体的負荷を伴う業務については、業務内容のうち重量物の運搬作業、人力での掘削作業など
の身体的負荷が大きい作業の種類、作業強度、作業量、作業時間、歩行や立位を伴う状況等のほか、当該業務が
日常業務と質的に著しく異なる場合にはその程度（事務職の労働者が激しい肉体労働を行うなど）の観点から検
討し、評価すること。

9

温度環境

【検討の視点】　温度環境については、寒冷・暑熱の程度、防寒・防暑衣類の着用の状況、一連続作業時間中の
採暖・冷却の状況、暑熱と寒冷との交互のばく露の状況、激しい温度差がある場所への出入りの頻度、水分補給
の状況等の観点から検討し、評価すること。
　 なお、温度環境のうち高温環境については、脳・心臓疾患の発症との関連性が明らかでないとされていること
 から、一般的に発症への影響は考え難いが、著しい高温環境下で業務に就労している状況が認められる場合に
 は、過重性の評価に当たって配慮すること。

9

騒音
【検討の視点】　騒音については、おおむね80dBを超える騒音の程度、そのばく露時間・期間、防音保護具の着
用の状況等の観点から検討し、評価すること。

9

　労働時間以外の負荷要因に関し、業務と発症との関連性が強いと判断できる場合について、明確化、具体化を
図ることはできないか。

9

（労災の専門検討会の資料を基に人事院補償課にて作成）
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資料７

回 開催予定

・ 国家公務員災害補償制度の概要、現行の国公災の認定指針に
ついて

・ 論点（対象疾患）の検討について

第２回 5月28日
・ 論点（労災の認定基準にはない過重業務等の例の取扱い 、勤

務時間以外の負荷要因の追加・修正等）の検討について

第３回 ６月頃 ・ 認定指針の改正案の検討について

今後のスケジュール（予定）

内  容

第１回 令和3年4月12日
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資料８

論点１ 対象疾患について

１ 論点の内容

現行の国公災の心・血管疾患及び脳血管疾患の公務上災害の認定指針（以下「認定

指針」という。）では以下の疾患を対象としているが、労災の脳・心臓疾患の労災認

定の基準に関する専門検討会（以下「専門検討会」という。）における検討を踏まえ、

追加、修正又は削除等の必要はないか。

○ 認定指針の対象疾患

（心・血管疾患）

狭心症、心筋梗塞、心停止（心臓性突然死を含む。）、
こうそく

重症の不整脈（心室細動等）、肺塞栓症、
そく

大動脈瘤破裂（解離性大動脈瘤を含む。）
りゅう りゅう

（脳血管疾患）

くも膜下出血、脳出血、脳梗塞（脳血栓症、脳塞栓症、ラクナ梗塞）、
こうそく そく こうそく

高血圧性脳症

（注）下線は労災の認定基準にない疾患

（参考）労災の認定基準の対象疾病【Ｐ】※労災の検討会において検討中

（虚血性心疾患等）

心筋梗塞、狭心症、心停止(心臓性突然死を含む。)、解離性大動脈瘤

（脳血管疾患）

脳内出血(脳出血)、くも膜下出血、脳梗塞、高血圧性脳症

労災の専門検討会の議論の概要は、参考資料９（５４～５８ページ及び６６～７３

ページ）を参照
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資料９

労災（対象疾病） 国公災（対象疾患）

脳内出血（脳出血） 脳出血 Ｉ６１ 脳内出血

くも膜下出血 くも膜下出血 Ｉ６０ くも膜下出血

脳梗塞 脳梗塞 Ｉ６３ 脳梗塞

 脳血栓症 Ｉ６３.３ 脳血栓症

 脳塞栓症 Ｉ６３.４ 脳塞栓症

 ラクナ梗塞
Ｉ６３.８
Ｇ４６.７

ラクナ梗塞

高血圧性脳症 高血圧性脳症 Ｉ６７.４ 高血圧性脳症

脳卒中（注１） ― Ｉ６４ 脳卒中

Ｉ２１ 急性心筋梗塞

Ｉ２２ 再発性心筋梗塞

狭心症 狭心症 Ｉ２０ 狭心症

心停止（心臓性突然死を含
む。）（注２）

心停止（心臓性突然死を含
む。）

Ｉ４６ 心停止

重症の不整脈（心室細動等） Ｉ４９.９ 不整脈

Ｉ４９.０ 心室細動

解離性大動脈瘤
大動脈瘤破裂（解離性大動脈瘤
を含む。）

Ｉ７１.０

大動脈の解離［各部
位］、解離性大動脈
瘤（破裂性）［各部
位］

― 肺塞栓症 Ｉ２６ 肺塞栓症

急性心不全（注３） ― Ｉ５０ 心不全

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）労災と国公災で対象疾患名が異なる場合には、下線を付した。

（注５）国公災とＩＣＤ―１０の疾患名が異なる場合には太字とした。

平成８年認定基準で対象疾病としていた「不整脈による突然死等」は、不整脈が一義的な原因となって心停止又は心
不全症状等を発症したものであることから、「不整脈による突然死等」は、「心停止（心臓性突然死を含む。）」に
含めて取り扱うこととされている。
急性心不全（急性心臓死、心臓麻痺等という場合もある。）は、疾患名ではないことから、可能な限り疾患名を確認
することとされ、その結果、急性心不全の原因となった疾患が対象疾患以外の疾患であることが確認された場合を除
き、本認定基準によって判断して差し支えないこととされている。

脳
血
管
疾
患

心
・
血
管
疾
患

労災と国公災（現行）の対象疾患の比較

ＩＣＤ―１０

 心筋梗塞  心筋梗塞

脳卒中は、従来、脳血管疾患の総称として用いられているが、現在では、一般的に対象疾病に分類されている。脳卒
中として請求された事案は、可能な限り疾患名を確認することとされ、その結果対象疾病以外の疾病であることが確
認された場合を除き、本認定基準によって判断して差し支えないこととされている。
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資料10

（件）

公務上
認定件数

公務外
認定件数

1
5 7

4 2

5
その他 ※¹ 1 1
不明 5

8 4
6 15

脳梗塞 ※² 3 11

※¹ 「虚血性心疾患の疑い」、「虚血性心疾患」とされた事案
※² 脳梗塞のうち、脳血栓症、脳塞栓症及びラクナ梗塞については特定
  されていない。

脳血管疾患

くも膜下出血

脳出血

高血圧症脳症

国公災の対象疾患ごとの公務上外認定件数（過去１０年間）
（平成２２年度～令和元年度）

心・血管疾患

狭心症

心筋梗塞

心停止（心臓性突然死を含む。）

重症の不整脈（心室細動等）

肺塞栓症

大動脈瘤破裂（解離性大動脈瘤）
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